2016年7月13－15日
改憲論議、９条以外は余地＝「押し付け論」撤回が前提－民進代表
　民進党の岡田克也代表は１４日の記者会見で、憲法改正をめぐる国会論議について、「私は９条改正は必要ないと明言しているが、それ以外は、なるほどと思えるものが出てくれば議論することはないわけではない」と述べた。同時に、安倍晋三首相が現行憲法を連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による「押し付け憲法」だとする認識を撤回することが前提になるとの考えも示した。
　岡田氏はこれまで、安倍政権下での改憲を拒否する構えを示してきたが、与党側から「議論を放棄している」との批判が出ていることを踏まえ、条件付きで議論に応じる余地を示唆した。　
　岡田氏は「（押し付け論を）しっかりと取り消し、首相として正しい日本国憲法の受け止め方を示すことが先だ」と強調。また、衆参両院の憲法審査会の運営について、「（与党主導ではなく）公平なルールで動かしていかなければならない」と訴えた。（時事通信2016/07/15-01:13）
民進代表、改憲論議条件付き容認　9条以外で
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記者会見する民進党の岡田代表＝14日午後、東京・永田町の党本部　民進党の岡田克也代表は14日の記者会見で、憲法改正に関し、安倍晋三首相が現行憲法を連合国軍総司令部（GHQ）による「押し付け憲法」と捉えている見解を撤回し、立憲主義を順守するとの条件を守れば、9条以外の条文の議論に応じる余地があるとの考えを示唆した。これまで岡田氏は9条だけでなく、他の条文に関しても安倍政権下の改正に反対しており、軌道修正を図った形だ。

　参院選では、改憲勢力が国会発議に必要な「3分の2」の議席を衆院に続いて占めた。秋の臨時国会で再開される見込みの衆参両院憲法審査会での議論を拒むのは、困難と判断したとみられる。

民進代表 首相が憲法認識示せば議論の余地ある
NHK7月14日 18時17分
民進党の岡田代表は記者会見で、憲法改正について、安倍総理大臣から憲法に対する認識が明確に示されれば、議論に応じる余地はあるという考えを示しました。
憲法改正を巡って、安倍総理大臣は、今月１１日の記者会見で、「民進党は、『安倍政権の間は憲法改正をしない』と言っているが、それは建設的な対応とは言えないのではないか」と述べ、民進党の姿勢を批判しました。
これに対し、民進党の岡田代表は、１４日の記者会見で、「安倍総理大臣は、立憲主義について真逆の解釈をしている可能性があり、こうした点を説明することが先だ。憲法改正や、議論そのものを一切しないとは言っていない。球は安倍総理大臣にある」と反論しました。
そのうえで、岡田氏は「私は『憲法９条の改正は必要ない』と明言しているが、それ以外について、何か言っているわけではない。大前提が満たされたうえで、なるほどと思うようなことが出てくれば、議論することはないわけではない」と述べ、安倍総理大臣から憲法に対する認識が明確に示されれば、議論に応じる余地はあるという考えを示しました。
岡田・民進代表 　改憲議論に余地　「９条以外」
毎日新聞2016年7月15日　東京朝刊
　民進党の岡田克也代表は１４日の記者会見で、憲法改正に関し、安倍晋三首相が現行憲法を連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による「押し付け憲法」と捉えている見解を撤回し、立憲主義を順守するとの条件を守れば、９条以外の条文の議論に応じる余地があるとの考えを示唆した。 
　参院選で改憲勢力が国会発議に必要な３分の２超の議席を占め、秋の臨時国会で再開される見込みの衆参両院憲法審査会での議論を拒むのは、困難と判断したとみられる。 
　岡田氏は会見で、押し付け憲法論の撤回や立憲主義の順守が「大前提」と断った上で「私は９条改正の必要はないと明言しているが、それ以外について何か言っているわけではない。『なるほど』と思われることが出て議論するというのは、ないわけではない」と説明した。同時に「首相が日本国憲法に対する考えを説明するのが先だ。憲法改正や議論そのものを一切しないと言っているわけではない」と強調した。 
改憲勢力「違和感がある」　悩む創価学会員
朝日新聞デジタル岩崎生之助、別宮潤一2016年7月14日08時08分
　公明党を支持する創価学会員たちは、参院選で同党を含む改憲勢力が３分の２に達したことをどうみるのか。「平和の党」を掲げ、安全保障法制をめぐる議論では慎重な立場からの主張もした同党だが、改憲に積極的な自民党との一体化を懸念する声もある。
　創価学会総本部の関連施設が立ちならぶ東京・信濃町。国内外から学会関係者が集まる信仰の拠点だ。
　１２日、九州から訪れた地区幹部の男性（５０）は、公明が「改憲勢力」と言われることに「違和感がある」と話す。約３０年の信仰の原点には、戦時中に軍部から弾圧され獄死した牧口常三郎・初代会長の思想があるという。安保法制の論議でも公明は一定の歯止めをかける法整備に貢献したと考えている。「自民とはスタンスが違う。平和の党の原則を曲げることはない」
産経新聞2016.7.12 11:30更新 
【改憲始動（１）】「人を殺す予算」発言の共産・藤野保史氏　憲法９条も「これは矛盾なんですよ」と言い切っていた


　「民進党は残念ながら『安倍晋三政権の間は憲法改正をしない』と言っているが、建設的な対応とはいえない。好き嫌いではなく、子供たちの未来のためにどの条文をどう変えるべきか、（衆参両院の）憲法審査会で真剣に議論をしていくべきだ」
　改憲勢力が憲法改正の国会発議に必要な「３分の２」の議席を確保した参院選から一夜明けた１１日。安倍晋三首相（自民党総裁）は党本部で記者会見し、改憲論議の進展に期待感をにじませた。施行６９年が過ぎた日本国憲法の不備は図らずも選挙中に表面化。改正は待ったなしといえる。
　　　×　　　×　　　×
　「人を殺すための予算でなく、人を支えて育てる予算を優先させていく」
　共産党の藤野保史衆院議員は参院選まっただ中の６月２６日、各党の政策責任者が集まったＮＨＫ討論番組で、防衛費に関してこう言い切った。与党はもちろん共産党と共闘する民進党からも批判が相次ぎ、藤野氏は発言の責任を取り２日後に党政策委員長の職を辞した。選挙戦への影響を懸念した末の“更迭”だった。
　「人を殺す予算」発言が浮き彫りにしたのは常識からかけ離れた共産党独自の国防・自衛隊観にとどまらない。照らし出されたのは憲法９条の欠陥だった。
　安倍首相は選挙戦の街頭演説で、藤野氏の発言について「自衛隊員へのとんでもない侮辱ではないか」と繰り返し激しく糾弾。民進党の岡田克也代表も「不適切だ」と批判した。国会では激しい舌戦を繰り広げる両氏も、多くの国民と同じように国防や災害救助活動などに尽力する自衛隊の活躍を評価する方向性は一致している。
　　　×　　　×　　　×
　現実に追いついていないのは９条だ。２項は「陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認めない」と明記。素直に読めば自衛隊は“違憲集団”だ。共産党が「自衛隊は違憲」と主張する根拠となっている。
　わが国は安全保障関連法制の反対派が忌み嫌う「解釈改憲」で自衛隊の存在を正当化してきたのが実態といえる。防衛費が「国民の生命を守るための予算」である根拠とするためには、少なくとも自衛隊の存在を憲法に明記し、隊員の名誉を保証する必要がある。
　ＮＨＫ番組に先立つ２６日朝のフジテレビ番組。「自衛隊は違憲だが、これを解消するのは将来の課題だ」と持論を展開する藤野氏に対し、出演者が「個別的自衛権を行使するときに命をかける自衛隊員がいる。その方々に『あなた方がやっていることは憲法違反だ』といえるのか」と詰め寄る場面があった。
　藤野氏の回答は明快だった。「だからこれは矛盾なんですよ」。矛盾に満ちた９条。その現実に気づかせてくれたのはほかでもない、「護憲」の旗を高らかに掲げる共産党だった。
　　　×　　　×　　　×
　参院選で改憲勢力が憲法改正の国会発議に必要な議席を確保したことで、警戒心を強めているのが中国と韓国だ。
　中国外務省の陸慷報道官は１１日、「日本が歴史の教訓を適切にくみ取り、アジアと国際社会の安全への懸念を重視することを希望する」と述べ、９条改正などへの動きを牽制した。
　中国国営新華社通信は同日付の論評で、「平和憲法を初めて改訂するための障害を一掃した。戦後７０年守られてきた平和憲法がたちまちのうちに無になる可能性がある」と指摘。安倍晋三首相は９条改正によって「一歩一歩日本を軍国主義の古い道へ引き戻そうとしている」と主張した。
　ある中国人研究者はこう分析する。「中国の年間国防費は日本の３倍以上に達しており、中国政府や軍の主流は日本が単独で中国の軍事的脅威になるとは考えていない。警戒しているのは、改憲によって自衛隊の動きがフリーハンドとなり、南シナ海などで米軍と協力して中国に圧力を強めてくることだ」
　一方、同日付の韓国各紙は、笑顔を浮かべる安倍首相の写真を１面に大きく掲載し、「戦争ができる日本、改憲ライン確保」（朝鮮日報）などと報じた。
　東亜日報は同日付の社説で、「参院選勝利を起爆剤として、改憲に向けて手綱を引く可能性が高い」と指摘。「改憲は国内問題だとはいえ、帝国主義日本のアジア侵略の歴史とからみ、韓国と中国から警戒を呼ぶ素地がある。無理に改憲をすれば、北東アジアに深刻な葛藤を招くということを、安倍政権は肝に銘じるべきだ」と注文をつけた。
　　　×　　　×　　　×
　こうした中韓の反応に対して三重中京大学の浜谷英博名誉教授（憲法学）は、「現状は国会発議に向けて形式要件が整っただけだ。最終的に国民投票で憲法改正の是非を決めるのは主権者たる国民だ。主権者の権利行使を阻害するかのような中韓両国の指摘は、彼らが最も嫌う内政干渉に過ぎない」と指摘。その上で、「中韓両国と異なり、日本は戦後一度も他国と軍事的に争ったことはない。自らの行動は棚に上げ、『日本が憲法を改正すれば危険な国になる』と主張するのはおかしい。日本が主権国家であることを示すためにも、早急に国民が国民投票で権利を行使できる環境を整備すべきだ」と強調する。
　　　×　　　×　　　×
　しかし、与野党の動きは鈍い。
　自民党は平成２４年に策定した憲法改正草案で「自衛権の発動は妨げられない」との姿勢を明確に打ち出し、「国防軍」の設置を盛り込んだ。
　にもかかわらず、自民党の高村正彦副総裁は今月５日のＢＳフジ番組で、憲法９条を改正する可能性について「１０年先の将来は知らないが、（当面は）ゼロだ」と消極姿勢を隠さなかった。
　公明党の山口那津男代表も１０日深夜、参院選で改憲勢力の「３分の２」議席確保が確実になると、「９条は大切にしていくべきだ。当面改正の必要はない」と強調。その後も改憲慎重派が少なくない公明党内に配慮した発言に終始した。
　安倍政権下の改憲に反対する民進党に至っては、参院選の公約に「９条改正反対」と明記した。岡田克也代表は、自衛隊の存在を憲法に明記する可能性も否定してきた。
　安倍首相は１０日夜のテレビ東京番組で「（憲法の改正手続きを定めた）９６条を変える、９条を変える、わが党はすでに全部示している。前文から全てを含めて変えたい」と意欲を示した。ただ、９条改正に慎重な他党を念頭に置いてか、こうも付け加えた。
　「どの条文をどう変えていくかは、３分の２を形成していかない限り、意味のない議論だ」
　◇　
　参院選の結果、改憲勢力が憲法改正の国会発議に必要な３分の２議席を衆参両院で持つことになった。国民投票で主権者が改憲の是非を判断する環境が整った今、真の独立国にふさわしい国のかたちを問う。
産経新聞2016.7.13 07:39更新 
【改憲始動（２）】テロ・大災害時に首相・内閣の権限強化「緊急事態条項」　改憲政党間で意見割れるが…「憲法は緊急時こそ真価問われる」
　「バングラデシュのために仕事をしたいと、崇高な志を抱き力を尽くされた方々が卑劣極まりないテロの犠牲となった。二度とこうした悲劇を繰り返さないよう、一層緊張感をもってテロ対策を強力に進めていかなければならない」
　１２日午前、首相官邸４階の大会議室。「犯罪対策閣僚会議」に出席した安倍晋三首相は、菅義偉（すが・よしひで）官房長官や河野太郎国家公安委員長らを前にこう訴えた。
　安倍首相は「テロの未然防止の要諦は情報だ。官邸直轄の国際テロ情報収集ユニットの体制増強を含め、インテリジェンス（諜報）の強化を早急に講じる」と強調し、惨劇を水際で防ぐ取り組みを国内外で強化する考えを示した。
　海外で邦人が卑劣なテロの犠牲となり、東京五輪開催を４年後に控えるなか、テロ対策強化はわが国にとって急務だ。
×　　　×
　同時に、政府の対応が無用の混乱を招かぬよう、憲法への早期新設が求められているテーマがある。大規模自然災害やテロなどが発生した際に首相や内閣の権限を一時的に強める「緊急事態条項」だ。
　各国の憲法に詳しい西修・駒沢大学名誉教授によると、１９９０年以降に制定された１０３の憲法の全てに緊急事態条項が盛り込まれている。ただ、日本国憲法に規定はなく、改憲勢力の間では憲法改正の有力候補と位置付けられている。
　緊急時の対応は災害対策基本法や国民保護法などで十分との指摘もある。これに対し、西氏は「既存の法律で予想していない事態は起こり得る。法律で全てを想定することは不可能だ。危機的な事態が起こったとき、対外的、対内的に法秩序をどう守っていくかが大事だ」と指摘。柔軟な対応を可能とするため、憲法に規定を盛り込むべきだと訴える。
×　　　×
　しかし、緊急事態条項の新設をめぐっては、改憲政党の間でも意見が分かれている。
　自民党は平成２４年に策定した憲法改正草案に緊急事態条項を書き込んだ。大災害や有事が起こった際に首相が緊急事態を宣言すると規定。その宣言を受け、（１）内閣は法律と同じ効力を持つ政令を制定できる（２）首相は必要な財政支出、地方自治体への指示ができる（３）何人（なんびと）も国民の生命、身体及び財産を守るための国や公の機関の指示に従わなければならない－などと定めた。
　これに対し、自民党と同じく憲法改正に理解を示すおおさか維新の会は新設に否定的だ。
　「（緊急時の対応は）法律でもやれる。法律家の橋下徹前代表を交えて議論した。憲法でやる必要はない」。松井一郎代表（大阪府知事）は参院選投開票日の１０日夜、改憲勢力が３分の２議席を獲得する流れの中、首相や内閣の権限を強化する“戒厳令的な内容”に違和感を隠さなかった。
　野党第一党の民進党はさらに後ろ向きだ。岡田克也代表は今年１月、自民党の緊急事態条項について「緊急事態になれば、法律がなくても首相が政令で法律を履行でき、権利を制限できる。恐ろしい話だ。ナチスが権力を取る過程とはそういうことだ」と激しく批判している。
×　　　×
　こうした状況を踏まえ、自民党が議論の“誘い水”として各党に提案を検討しているのが、緊急時に国会議員の任期延長を可能とする特例の新設だ。
　自民党の改憲草案では、首相や内閣の権限強化に加え、「（緊急事態の宣言が効力を有する期間）衆議院は解散されないものとし、両議院の議員の任期及びその選挙期日の特例を設けることができる」と明記している。国会議員の任期は法律ではなく、現行憲法の４５条と４６条に明記されており、特例で任期延長を認めるには憲法改正が必要になる。民進党や公明党の幹部も緊急時に国会議員が不在となる事態を避けるための改正の必要性は認めており、自民党は「折り合える一致点」ととらえているのだ。
　ただ、民進党はそもそも「安倍政権下の憲法改正」に反対の立場。現行憲法を一字一句変えたくない護憲勢力の激しい抵抗も予想され、政党間で合意できるかは不透明だ。
　西氏はこう指摘する。「国民の生命を守ることが立憲主義の前提だ。基本法に緊急事態条項を設けているドイツの著名な憲法学者は、『憲法は、平時においてよりも、緊急時においてこそ、その真価が発揮されなければならない』と語っている」
産経新聞2016.7.15 00:05更新 
【改憲始動（３）】改憲４党で参院「３分の２」が実現、公明党がブレーキ！？　民進党は軌道修正、岡田克也代表「『安倍政権の間は憲法改正しない』という言い方していない」

党派別勢力 
　自民党の谷垣禎一幹事長「一緒にやってもらえませんか」
　平野達男参院議員「分かりました。こちらこそお願いします」
　元復興相で無所属の平野氏は１２日午後、自民党本部４階にある幹事長室を訪問し、谷垣氏からの入党要請に二つ返事で快諾した。改憲に前向きな自民、公明、おおさか維新、日本のこころの改憲４党で、憲法改正の国会発議に必要な「３分の２」議席に届いた瞬間だった。平野氏は憲法改正をめぐる対応でも、自民党の方針に従う考えを示した。
　自民党は立党以来、「自主憲法制定」を党是に掲げている。憲法改正を目指す安倍晋三首相（党総裁）は「３分の２」が見え始めた先週末、「これでフリーハンドが得られる」と周囲に心境を吐露していた。平野氏の入党により、その悲願は現実に近づきつつある。
　×　　　×　　　×
　ただ、そうした思いは、与党内で共有されてはいない。されていないどころか、連立を組む公明党は憲法改正のブレーキにもなりかねないのが現実だ。
　公明党は日本国憲法を高く評価し、時代の変化に合わせて条項を加える「加憲」を主張している。平成２５年の前回参院選では、公約に加憲対象として「環境権」などを明記していた。
　ところが、自民党内で環境権の創設を目指す声が上がり始めると、「環境権は国土開発の足かせになる可能性もある」（幹部）と慎重姿勢に転じた。今回の参院選の公約は、憲法改正に触れもしなかった。
　「国民に選択肢を示す争点として成熟していない」（山口那津男代表）との理由だが、「改憲が現実味を帯びるとブレーキを踏む」との見方は改憲勢力内で根強い。
　公明党は支持基盤に改憲慎重派を抱えるため、自民党とは距離がある。とりわけ９条をめぐっては、自民党と同じ「改憲勢力」とみなされることに抵抗感を隠さない。
　「（改正の）中身の話はこれからだ。１、２年でどうこうという話ではない」
　衆院憲法審査会の委員を務める斉藤鉄夫幹事長代行は１１日の民放番組で、こう発言。公明党が憲法改正の“抵抗勢力”になりかねないことを示唆した。
　×　　　×　　　×
　改憲４党が参院で「３分の２」議席を獲得したことで民進党がぐらついている。憲法改正をめぐる政党間協議から取り残されることを警戒し、党内からは「議論に応じるべきだ」との声が続出。岡田克也代表に至っては「安倍政権下の改憲は認めない」としてきた前言を突如撤回した。
　「『安倍政権の間は憲法改正をしない』という言い方をしているわけではない。首相の憲法に対する考え方を明確にすべきだということを申し上げている」
　岡田氏は１４日の記者会見でこう主張した。しかし、昨年１月の民主党代表選で岡田氏は「安倍政権である限りは憲法改正の議論をしないというのが民主党の考え方であるべきだ」と強調。また、２８年度の民進党党活動方針は「安倍政権による憲法改悪の野望をストップ」と掲げており、方針転換は明らかだ。
　軌道修正の背景には民進党の訴えを却下した厳然たる国民の審判に加え、岡田氏の方針に違和感を覚える党内の動きがありそうだ。
　民進党には９条改正などを訴える前原誠司元外相ら改憲派が少なくない。維新の党出身の青柳陽一郎衆院議員は「３分の２は安倍政権で臨んだ４回の国政選挙の結果だ。国民の選択を受け止めなければならない」と強調し、憲法論議に応じるべきだと主張する。
　また、ある党幹部も「『肉を切らせて骨を断つ』の覚悟で議論に応じて意見を反映させるべきだ。“敵前逃亡”では世間から卑怯だと思われる」と強調。こうした“空気”は着実に岡田氏を揺さぶっている。
大使館員４人、自衛隊機で退避＝南スーダンからジブチへ
　防衛省は、治安情勢が悪化している南スーダンの首都ジュバに滞在していた日本大使館員４人について、現地時間１４日に自衛隊輸送機Ｃ１３０で近隣国ジブチまで退避させたことを明らかにした。
　同省によると、ジブチに派遣した３機のＣ１３０のうち１機を１４日、ジュバまで飛ばし、４人を乗せて無事にジブチに戻った。一方、国連平和維持活動（ＰＫＯ）で南スーダンに派遣されている陸上自衛隊による邦人の陸上輸送は見送られた。
　同省は現地の治安について、現在は比較的落ち着いていると説明。１３日には国際協力機構（ＪＩＣＡ）関係者ら邦人４７人が、ジュバからチャーター機でケニアの首都ナイロビに退避している。　（時事通信2016/07/15-01:11）
空自機、邦人輸送を実施　南スーダンの大使館員4人

共同通信2016/7/15 00:13

　治安情勢が悪化した南スーダンの在留邦人の退避を支援するため派遣された航空自衛隊のC130輸送機が14日、首都ジュバに到着し、残っていた日本大使館員4人を乗せて出発した。活動拠点とする近隣国のジブチに同日夜に戻った。到着した大使館員の女性は共同通信の取材に「ほっとしている。まだ南スーダンには20～30人の在留邦人がいるので心配だ」と述べた。

　これに先立ち中谷元・防衛相はC130輸送機を、ジブチからジュバへ派遣する命令を出したと明らかにした。菅義偉官房長官が防衛相に代わって手続きをした。訪問先のインド・ニューデリーで記者団に語った。

邦人４７人、ケニアへ退避＝大規模戦闘の情報なし－南スーダン
　内戦の再燃が懸念される南スーダンで、戦闘の激化に伴い出国できずにいた国際協力機構（ＪＩＣＡ）の関係者ら日本人４７人が１３日、チャーター機で首都ジュバを出発し、隣国ケニアの首都ナイロビに退避した。全員体調に問題はないという。
　邦人退避のため、航空自衛隊のＣ１３０輸送機３機がアフリカ北東部ジブチに向かっているが、ＪＩＣＡは退避した邦人の今後について「安全確保を最優先に、現地の状況を見極めて日本政府などと協議する」としている。
　外務省によると、チャーター機には日本人のほかにＪＩＣＡ事業に関係する外国人労働者ら４６人も同乗した。ジュバには大使館や国際機関職員ら日本人約２０人が今もなお残っているという。
　治安情勢が緊迫する中、各国は自国民を南スーダンから退避させる動きを加速。ドイツの空軍機が１３日に在留ドイツ人らの退避を始めたほか、イタリアも軍用機をジュバに派遣し、イタリア人３０人を出国させた。英ＢＢＣ放送によると、英国やインド、ウガンダも自国民を避難させる。
　戦闘を続けたキール大統領派とマシャール副大統領派が停戦を宣言してから２日が経過した１３日、ジュバ市内では大規模な衝突は伝えられていない。マシャール副大統領の報道官はロイター通信に、副大統領が衝突を避けるためジュバ郊外に逃れたことを明らかにし、「副大統領は戦争を企図しているわけではない」と語った。　（時事通信2016/07/14-00:44）
宿営地周辺で流れ弾＝南スーダン陸自、被害なく－制服組トップ
　自衛隊制服組トップの河野克俊統合幕僚長は１４日の記者会見で、治安情勢が悪化した南スーダンで、国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊の宿営地周辺について、「流れ弾が飛んできたという状況もあったが、宿営地への着弾は確認されてない」と述べた。
　河野統幕長は治安状況について「現在は（首都ジュバの）空港は再開している」と説明。「戦闘状態はだいぶ収まってきているが、再燃の可能性も否定できない」と指摘し、「緊張感を持って今後の推移を見守りたい」と語った。（時事通信2016/07/14-18:19）
空自輸送機がジブチ到着＝日本人退避支援で－防衛省


日本時間１４日未明、治安が悪化している南スーダンから邦人を退避させるため、ジブチに到着した航空自衛隊のＣ１３０輸送機（防衛省提供）
　治安情勢が悪化している南スーダンで活動する邦人らを退避させるために派遣された航空自衛隊のＣ１３０輸送機３機が、日本時間の１４日未明、ジブチに到着した。
　国際協力機構（ＪＩＣＡ）によると、ＪＩＣＡ関係者など日本人４７人は１３日にチャーター機で隣国のケニアの首都ナイロビに退避。現地で国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している陸上自衛隊は、邦人のジュバにある空港までの陸路輸送には関与していない。
　空自機は今後、大使館職員ら残っている日本人約２０人の輸送を行う可能性がある。
　防衛省によると、Ｃ１３０輸送機は１１日に小牧基地（愛知県小牧市）を出発。ジュバの空港での駐機が難しいため、当面はジブチにとどまるという。防衛省は治安情勢を見極めつつ、今後の輸送について検討を進める。（時事通信2016/07/14-09:20）
自衛隊機が南スーダンから日本大使館職員を輸送
NHK7月15日 4時03分
アフリカの南スーダンで激しい戦闘が起きたことを受け、日本人の国外退避に備えるたため派遣された航空自衛隊の輸送機が、日本時間の１４日夜遅くにかけて現地の日本大使館の職員４人をアフリカのジブチに輸送しました。
防衛省は、南スーダンで激しい戦闘が起きたことを受け、現地に残る日本人の国外退避に備えるため、今月１１日、航空自衛隊のＣ１３０輸送機３機を派遣し、３機は日本時間の１４日朝、活動の拠点となるアフリカのジブチに到着しました。
防衛省によりますと、その後、外務省から要望があり、輸送機１機がおよそ１５００キロ離れた南スーダンの首都ジュバに飛行し、日本大使館の職員４人を乗せて日本時間の１４日午後１１時半ごろ、ジブチに戻ったということです。輸送の際、特に危険な状況はなかったということです。
海外の治安情勢の悪化などで自衛隊の航空機が日本人を輸送したケースは、今月バングラデシュで起きた人質事件や、平成２５年のアルジェリアでの人質事件などに続き、今回で４例目となります。
輸送機の部隊は引き続きジブチに待機し、外務省の要望を踏まえて対応に当たることにしています。
河野統幕長「外務省の要請あれば対応」
NHK7月14日 16時56分
アフリカの南スーダンからの日本人の国外退避に備えるため航空自衛隊の輸送機が派遣されたことについて、自衛隊トップの河野克俊統合幕僚長は、１４日の記者会見で、「外務省からの要請があれば対応していきたい」と述べ、現地に待機しながら対応を検討する考えを示しました。
南スーダンで、政府軍と反政府勢力の間で激しい戦闘が起きたことを受けて、防衛省は現地に残る日本人の国外退避に備えるため航空自衛隊のＣ１３０輸送機３機を派遣し、日本時間の１４日朝、アフリカのジブチに到着しました。
河野統合幕僚長は記者会見の中で現地の状況について、「空港が再開するなど一時より治安が回復してきたと認識している。自衛隊の宿営地の周りで銃撃の音が聞こえたことがあったが、宿営地が直接狙われたり着弾したりするようなことは確認されていない」と述べました。
そのうえで、輸送機の運用について、「大使館の関係者などが現地に残っているので、外務省からの要請があれば国外退避に対応したい。日本人を輸送することになった場合、座席が余っていれば外国人を運ぶ可能性もある」と述べ、ジブチに待機しながら対応を検討する考えを示しました。
社民、生活が統一会派
　社民党は１４日の常任幹事会で、生活の党と衆参両院で統一会派を組む方針を確認した。早ければ８月１日召集の臨時国会までに両院事務局に届け出る。
　社民党の又市征治幹事長は、統一会派結成の目的について、党本部で記者団に「国会内の発言力をしっかり確保していく」と説明。無所属の国会議員にも参加を呼び掛ける考えだ。　（時事通信2016/07/14-11:49）
社民と生活、統一会派結成へ　無所属の統一候補処遇焦点
朝日新聞デジタル高橋健次郎2016年7月14日19時54分
　社民党は１４日、生活の党と山本太郎となかまたちと参院で統一会派を組む方針を決めた。生活も合意する見通しで、８月１日にも召集される臨時国会までに届け出る。党勢が低迷する中、統一会派で質問時間などを確保するねらいがある。衆院も今後協議する。
　党常任幹事会で協議し、社民の又市征治幹事長が「生活の小沢一郎代表と方向性は合意している。それ以外の方にも呼びかける」と語った。会の冒頭では、参院選で落選した吉田忠智党首が辞任の意向を示した。９月の全国代表者会議で後任を決める見通し。
　社民は参院選の結果、国会議員が衆参各２人の計４人。生活も衆参各２人で、会派の人数に応じて割り当てられる委員会の質問時間確保などを期待する。
吉田社民党首が辞意表明＝参院選で落選
　社民党の吉田忠智党首（６０）は１４日午前の常任幹事会で「しかるべき時期に辞任表明し、次期党首に引き継ぎたい」と述べ、辞意を表明した。先の参院選で社民党は改選２議席に届かない１議席の獲得にとどまり、吉田氏自身も落選した。
　吉田氏は、参院選の結果について「党首としての責任を痛感している」と総括。「比例票は３年前より３０万票強、上積みされ、党再建の足掛かりをつくることができた」とも語った。
　社民党は９月上旬に全国代表者会議を開いて、参院選後の方針を協議する。同党幹部は、この場で吉田氏の後継党首を選出したいとの意向を示した。　
　吉田氏は当選１回。大分県議を経て２０１０年参院選比例代表で初当選。１３年に福島瑞穂前党首の辞任を受けて第４代党首に就任し、昨年１２月の党首選で再選された。（時事通信2016/07/14-11:31）
鳥越、増田、小池氏の三つどもえ＝最多の２１人届け出－３１日投開票【都知事選】


東京都知事選が告示され、立候補者の街頭演説でプラカードを掲げる有権者ら＝１４日午前、東京・ＪＲ新宿駅前
　舛添要一前知事の辞職に伴い１４日告示された東京都知事選は２１新人による争いが確定し、３１日の投開票に向け１７日間の舌戦がスタートした。立候補者数は１９９９年の１９人を上回り、最多。事実上、ジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）＝民進、共産、社民、生活推薦＝、前岩手県知事の増田寛也元総務相（６４）＝自民、公明、こころ推薦＝、自民党前衆院議員の小池百合子元防衛相（６４）の３氏を軸とした戦いとなる。
　「政治とカネ」をめぐる問題により都知事が２代続けて任期途中で辞職したのを受け、各候補は街頭で都政の透明化や改革を訴えた。２０２０年東京五輪・パラリンピックの開催費負担や、待機児童解消などの社会保障政策、首都直下地震に備えた防災対策も焦点となる。
　鳥越氏はＪＲ新宿駅東南口で「大事なのは税金がちゃんと使われているかどうか。都民に都政を取り戻す」と強調。増田氏は千代田区の選挙事務所前で「混乱に終止符を打つ」とした上で、子育て、高齢化、災害に対する不安解消に努めると訴えた。小池氏は池袋駅西口で「一握りの人がどこで何を決めているか分からないような都政をやめる」と声をからした。
　与党陣営は自公両党が推薦する増田氏と、自民党都連への対決姿勢を打ち出す小池氏がぶつかる１７年ぶりの「保守分裂選挙」に突入。野党４党は、鳥越氏を統一候補として全面支援する。　（時事通信2016/07/14-18:43）
都知事選、有力3者激突　自民分裂、野党は共闘

共同通信2016/7/14 20:59

　14日告示された東京都知事選は同日午後5時に届け出が締め切られ、過去最多の新人21人による争いが確定した。自民党は分裂選挙となり、共闘する野党の統一候補と併せ、有力とみられる3候補が激突する構図。首都の将来像をどう描くか。各候補は14日午後も駅前や繁華街などで政策を訴え、本格的な論戦がスタートした。31日に投開票される。

　立候補したのは、いずれも無所属で、ジャーナリストの鳥越俊太郎氏（76）＝民進、共産、社民、生活推薦、元総務相の増田寛也氏（64）＝自民、公明、日本のこころ推薦、元防衛相の小池百合子氏（64）ら。

増田氏「知事になって何をするかだ」　都知事選
朝日新聞デジタル2016年7月14日12時45分

演説する増田寛也氏＝１４日午前１１時６分、東京都千代田区、遠藤啓生撮影
　元総務相で岩手県知事を務めた増田寛也氏（６４）は、千代田区の選挙事務所で「知事になるのが目的ではない。知事になって何をするかだ」と第一声を上げた。
　告示前の会見などで行政の現場での実績をアピール。子育て問題、高齢化社会、首都直下地震の「三つの不安の解消」を掲げてきた。第一声では「待機児童問題は、就任１カ月以内に地域別のプログラムを作る」と語った。
　出陣式には、推薦を出した自民の谷垣禎一、公明の井上義久両幹事長がそろって出席。国会議員、都議、業界団体の代表も集まった。組織を固め、無党派層へも支持を広げる選挙戦を展開する考えだ。
小池氏「女性政策に本気で取り組みたい」　都知事選
朝日新聞デジタル2016年7月14日12時45分

演説する小池百合子氏＝１４日午前１１時２９分、東京都豊島区、越田省吾撮影
　元防衛相の小池百合子氏（６４）は朝、報道陣に「原点からのスタート。組織は全くないが、決めるのは一部の政党ではなく、都民の皆さん。私だからこそできる女性政策に本気で取り組みたい」と意欲を語った。
　その後、ＪＲ池袋駅西口で「いつ誰がどこで何を決めているかわからないような都政をやめる」と第一声を発し、自民党都連との対決姿勢を明らかにした。「東京五輪・パラリンピック予算もしっかり見ていく」と訴えた。
　自民党都連は、党推薦の増田氏以外を応援した場合は除名などの処分対象になると通達しているが、第一声には小池氏の地盤である豊島区の自民党区議の一部も応援に駆けつけた。
鳥越氏「住んでよしの東京、実現したい」　都知事選
朝日新聞デジタル2016年7月14日11時40分

演説する鳥越俊太郎氏＝１４日午前１０時４１分、東京都新宿区、竹花徹朗撮影
　野党４党の推薦を受けたジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）はＪＲ新宿駅前で第一声をあげた。「住んでよし、働いてよし、環境によし。その三つの『よし』を実現したい」
　鳥越氏は「政治とカネ」の問題で２代続けて都知事が任期途中で辞職したことや、「改憲勢力」の議席が３分の２を超えた参院選の結果に危機感が募ったとして、告示２日前の１２日に立候補を表明した。
　「市民運動の分断はよくない」と元日弁連会長の宇都宮健児氏らが立候補を取りやめ、一本化のかたちをとった。格差是正やコンパクトな東京五輪・パラリンピック開催など、立候補を見送った人たちの施策も訴えるという。
産経新聞2016.7.14 22:52更新 
【東京都知事選】与野党が総力戦へ　自公幹事長は増田氏の街頭演説に　鳥越氏は「民進が丸抱え」の様相も
　東京都知事選が告示された１４日、与野党の幹部は推薦候補の応援に入り、選挙戦は初日から総力戦の様相を呈した。増田寛也元総務相（６４）の街頭演説には自民党の谷垣禎一、公明党の井上義久両幹事長が顔をそろえ、小池百合子元防衛相（６４）を念頭に自公の推薦をアピール。ジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）には、民進党の枝野幸男幹事長ら野党４党の関係者が駆けつけ、参院選同様の共闘態勢で臨む構えだ。
　「けれん味のあるジャーナリスティックな視点からだけではなく、劇場型の選挙を目指す見地からでもなく、オーソドックスに都民のために仕事をしてくれる人を選ぶつもりで選考を進め、増田氏にお願いした」
　谷垣氏は１４日、東京・隼町で開かれた増田氏の出陣式でマイクを握り、鳥越、小池両氏を徹底的に当てこすった。増田氏が演説する際には、背後に谷垣、井上両氏が並んでみせ、「正統な与党候補」だとアピールもしてみせた。
　増田氏の最大のライバルは、保守分裂の相手となる小池氏だ。自民党幹部は「鳥越、小池両氏で浮動票を食い合うので、増田氏が自公の基礎票を固めれば勝つ」とそろばんをはじくが、小池氏の１４日の街頭演説には自民党の若狭勝衆院議員や複数の区議が参加。党が一枚岩でない実態も浮かび上がった。
　党本部も、選挙戦では静観する姿勢を捨てて党幹部らを投入し、「組織戦」で勝利をもぎ取る考えだ。
　一方、ＪＲ新宿駅前で行われた鳥越氏の出陣式には、枝野氏のほか民進党の菅直人元首相、海江田万里元民主党代表、共産党の笠井亮政策副委員長ら、推薦した野党４党の国会議員などが大挙して詰めかけた。
　民進党幹部は「４党とも公認候補並みの態勢。ポスターの印刷も『組織力』で間に合わせた」と明かす。
　鳥越氏の遊説予定の発表は民進党役員室が担当。選挙事務所も、同党の蓮舫代表代行が参院選で使った事務所を転用するなど、鳥越氏の選挙戦は「民進丸抱え」の様相もみせる。
　ただし、あくまで政党側は黒子に徹し、「市民主導」を印象づけようという戦略もにじむ。出陣式では民進党の松原仁都連会長ら４党関係者が壇上に並んだが、国会議員らによる応援演説は控えた。鳥越氏以外でマイクを握ったのは、安全保障関連法に反対する学生グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の奥田愛基氏だけだ。
　野党４党の幹事長・書記局長は鳥越氏を応援する合同演説を計画するが、民進党の岡田克也代表は１４日の会見で「私が鳥越氏と並んで演説する機会は現時点ではない」と語った。（豊田真由美、松本学）
首都決戦、問われる資質＝政策の違い見えにくく【都知事選】
　東京都知事選（３１日投開票）が１４日告示された。舛添要一前知事が公私混同問題で辞職したのに伴う今回の選挙は、知事としての資質や「政治とカネ」への姿勢が焦点。しかし、２０２０年東京五輪・パラリンピックの開催や少子高齢化への対応など、都政の課題をめぐる有力候補３氏の主張や政策は具体性を欠き、違いが見えにくい状況だ。
　「舛添さんは海外出張で軽々と（航空機の座席を）ファーストクラスにした。許せない」。ジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）は１４日午前の第一声でこう訴えた。
　高額な海外出張費や公用車の私的利用、政治資金流用といった舛添氏の一連の問題に都民の怒りは爆発した。それだけに、３氏とも都政の透明化を主張する姿勢はほぼ共通している。
　元総務相の増田寛也氏（６４）は、税金の使い道についての情報公開を進める考えを強調。元防衛相の小池百合子氏（６４）は、舛添氏の問題を究明する第三者委員会の設置を公約に掲げた。
　ただ、３氏の立ち位置の違いは明確だ。自民、公明両党などが推薦する増田氏は「行政畑を一貫して歩いてきた」と、中央官僚や岩手県知事としての実務経験をアピール。これに対し、自民党都連を批判しながら出馬した小池氏は「組織やしがらみを越えてまい進する。たった一人で立ち向かう」と、同都連との対決姿勢を鮮明にする。民進、共産など野党４党が推薦する鳥越氏は、安倍政権と対抗する姿勢を強調する。
　一方で、現時点で政策論争は深まっていない。待機児童の解消や災害への備え、東京五輪開催費の負担問題など、山積する都政の課題について３氏とも解決を急ぐ考えは示すが、短期決戦の影響もあってか、準備不足が否めない状況。選挙戦を通じ具体的な説明が求められそうだ。（時事通信2016/07/14-18:40）
野党、統一候補で共闘効果狙う　市民団体との連携も

共同通信2016/7/14 21:04

　野党は14日、民進、共産、社民、生活4党による統一候補としてジャーナリストの鳥越俊太郎氏を擁立し、共闘効果による票の上積みで勝利を狙う。市民団体との連携も目指す考えだ。

　民進党の岡田克也代表は記者会見で「鳥越氏という最善の候補を得た。しっかり戦い抜きたい」と強調。「4党だけではなく、幅広い支持者に支えられて、しっかりと都民に訴えていただきたい」と求めた。

　共産党の志位和夫委員長は党本部で記者団に「立派な候補を擁立し、順調に戦いがスタートした。他の野党や市民との協力を広げ、必ず勝利したい」と意気込んだ。野党共闘については「都知事選で勝利すれば次への計り知れないステップになる」とし、次期衆院選にも弾みがつくとの認識を示した。

　社民党の吉田忠智党首は党会合で「野党4党が結束し、何が何でも勝利できるよう全力で臨みたい」と訴えた。生活の党の玉城デニー幹事長は取材に「参院選に続き、共闘の形が少しずつ実を結ぼうとしている。できることを全力で頑張りたい」と述べた。

税金大事に、混乱終わり、人間として…＝各候補が第一声【都知事選】
　東京都知事選（３１日投開票）が１４日告示され、各候補者は街頭で第一声を上げた。
【特設】都知事選～政治とカネ、五輪で論戦～
　元ニュースキャスターの鳥越俊太郎氏はＪＲ新宿駅東南口で「都民の税金がちゃんと使われているか、受け取った方もちゃんと意識していない。その典型が舛添さん」と、公私混同などの問題で辞職した舛添要一前知事を批判。報道の現場を歩んできたとしつつ「都民みんなに都政を取り戻す」と訴えた。
　元総務相の増田寛也氏も千代田区の選挙事務所前で、都知事が２代続けてカネの問題で辞職したことを念頭に「都政の混乱に終止符を打たないといけない」と強調。知事になることではなく「知事になって都民に何をお返しできるか、真剣に考えてきた」と主張した。
　自民党都連を批判しつつ出馬した元防衛相の小池百合子氏は、ＪＲ池袋駅西口で「一人の人間として、組織やしがらみを超えてまい進していく」と改めて決意表明。東京や都政について「大改革する。透明性を高め、ガバナンスを明確にする」とアピールした。　（時事通信2016/07/14-13:05）
Ｎews Ｕp 都知事選告示 ソーシャルでの関心は
NHK7月14日 20時55分
東京都知事選挙が１４日に告示されました。投票日は今月３１日です。事前に注目の人物が立候補を辞退したりなど今回も話題の多い都知事選ですが、ソーシャルメディアではどのようなテーマに関心が集まっているのでしょうか。その傾向を探りました。
候補の名前が挙がるたびに関心が急上昇
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東京都知事選へのツイッターでの関心を探るために、先月１３日から告示日の７月１４日にかけて、「都知事選」というワードを含むツイッターの投稿件数の推移を表したものが、このグラフです。（都知事選は全国的にも関心が高いため、広く傾向を調べるために、東京都民に限らずすべてのツイッターの利用者について調べました）
グラフを見ると、まず先月１５日、舛添前知事が辞職を表明した日から、都知事選への関心が急速に高まりました。そしていったんは下がりますが、今月８日に俳優の石田純一さんが立候補についての考えを表明したことで再び急上昇。告示までの１か月間は、候補者の名前が挙がるたびに関心が上がったことが分かります。
「税金」の使い方に関心
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政治や選挙に関しては、どのようなワードに関心が集まったのでしょうか。
候補者の名前などを除いて調べたところ、まず多かったのは「税金」です。
「都知事選」と「税金」とともに投稿されたワードの種類を表したものが、この図です。
舛添前知事の辞職のきっかけになった政治資金の使い方に関連して、税金を適正に使うべきだという意見や、「都知事選の実施費用が５０億円」と報道されたことで、選挙自体が税金のむだづかいだと批判する投稿も目立ちました。
「知名度」よりも「政策」を？
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また、「政策」というワードにも関心が集まっていました。告示前の１か月は、候補者の名前が挙がるたびに関心が高まりましたが、「政策」とともに投稿されたワードの図です。告示日が近づくにつれて、「東京都知事選挙の候補選び。本来は政策がまずあってのはず」、「東京都知事選挙、流石（さすが）に今回は知名度ではなく、政策で選ぶべきですよね」などの投稿もあり、知名度よりも政策を重視したいという傾向もうかがえます。
ソーシャルメディアでは、個別の候補者を巡る投稿も増えており、今月３１日の投票日に向けて、さらに分析を続けていきます。
小池氏が議員失職＝１０月衆院補選へ【都知事選】
　自民党の小池百合子元防衛相（衆院東京１０区）は、１４日告示の東京都知事選に立候補したことに伴い、衆院議員を自動失職した。同区の補欠選挙は、鳩山邦夫元法相の死去に伴う衆院福岡６区補選とともに１０月２３日に行われる見通し。　
引き締めに躍起＝１７年ぶり分裂選で－自民都連・都知事選
　衆院の新たな勢力分野は次の通り。
　自民党２８９▽民進党・無所属クラブ９６▽公明党３５▽共産党２１▽おおさか維新の会１４▽社民党・市民連合２▽生活の党と山本太郎となかまたち２▽無所属１４▽欠員２（時事通信2016/07/14-11:16）
三反園氏「け死ん限い気張る」　当選証書受け抱負 [鹿児島県]
西日本新聞2016年07月14日 00時04分 
[image: image12.jpg]


当選証書を手に報道陣の取材に応じる三反園訓氏写真を見る
　鹿児島県選挙管理委員会は１３日、県庁で、１０日の知事選で初当選した三反園訓（みたぞのさとし）氏（５８）に当選証書を手渡した。三反園氏は「県民と一緒に元気な鹿児島をつくるために、け死ん限い気張る（死ぬほど頑張る）」と抱負を述べた。任期は２８日から４年間。
　政府も注目する九州電力川内原発（同県薩摩川内市）の停止を九電に申し入れる時期について「いろんな意見を聞きながら一番いい方法をとりたい」と話した。菅義偉官房長官らが三反園氏と対話を求めていることに対しては「どういうニュアンスか聞いて判断したい」と述べるにとどめた。
　現在は、知事就任に向けて準備中で、公約に掲げる女性副知事の人選は検討中とした。東京都知事選に出馬する鳥越俊太郎氏については「ジャーナリストとして尊敬する方。（知事に当選したら）しっかりやっていただけると思います」とエールを送った。
民進・岡田氏に「ハッピーバースデー！」　共産・志位氏
朝日新聞デジタル2016年7月14日22時50分
■志位和夫・共産党委員長
　（民進党の岡田克也代表が１４日に６３歳の誕生日を迎え）おめでとうございます。ハッピーバースデー！岡田さんの方が（学年が）一つ上だと思うが、ほとんど同世代。今度の野党共闘も色んな経過があったが、岡田さんとは信頼関係を大事にしてお互いにやってこられたと思う。今後も信頼関係をお互いに大事にして、前進ができたらと願っている。（党本部で記者団に）
自民党各派 参院選巡り発言相次ぐ
NHK7月14日 16時50分
自民党の各派閥の会合で、参議院選挙で自民・公明両党が改選議席の過半数を上回る７０議席を獲得したことを受けて、「結果におごってはいけない」という意見や、野党４党が候補者を一本化した「１人区」の結果を分析し、今後の国政選挙に備えるべきだという指摘が出されました。
二階総務会長は「結果におごらず真剣に対応していかなければならず、再出発を期すという気持ちで取り組んでいきたい」と述べました。

逢沢・元国会対策委員長は「与党で改選議席の過半数を超えるという目標は大きくクリアしてよかった。しかし、競り合いだった１人区では厳しい結果だったので、しっかりと分析し、次の選挙に向けて取り組まなければならない」と指摘しました。

細田幹事長代行は「野党が結束して候補者を立てると相当なインパクトがあり、そのことが今回の結果に影響した。次の衆議院選挙でも同じような対応が迫られるので、さらに気を引き締めて勝てる態勢を取っていきたい」と述べました。一方、

山東元参議院副議長は「新しい仲間は増えたが、大事なところで仲間が敗れ去り、なんとなく今ひとつという感じだ。国民の期待に応えて経済対策に力を入れなければいけない」と述べました。
月内に政府・沖縄協議会
　菅義偉官房長官は１４日午後の記者会見で、沖縄県の基地負担軽減策に関する「政府・沖縄県協議会」を月内に開催する方向で調整していることを明らかにした。菅長官と翁長雄志知事が出席し、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟の和解条項が求める法的な手続きの進め方を協議する見通しだ。
　また、普天間飛行場の運用停止について国、県と宜野湾市が話し合う「普天間飛行場負担軽減推進会議」も月内に開かれる予定だ。　（時事通信2016/07/14-17:18）
辺野古、政府が県提訴の構え＝沖縄側「協議」求め平行線－作業部会


米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設に関する作業部会の第２回会合に臨む杉田和博官房副長官（手前左）と安慶田光男副知事（手前右）＝１４日午前、沖縄県庁
　政府と沖縄県は１４日、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設に関する作業部会の第２回会合を沖縄県庁で開いた。県が代執行訴訟の和解条項に基づく提訴を見送ったことに対し、政府側は県を相手に提訴を検討する考えを伝達。県側はあくまで話し合いによる解決を求め、議論は平行線だった。
　作業部会には杉田和博官房副長官と安慶田光男副知事が出席。政府側は高等裁判所が和解条項で停止を求めた「埋め立て工事」に関し、陸上での一部作業は対象外だとして、再開する考えを表明した。
　また、北部訓練場（東村など）の約半分の返還に向けたヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の建設のため、抗議活動が続く県道の管理などで県の協力を要請。県側は新型輸送機オスプレイの運用強化につながるなどとして難色を示しており、回答を保留した。
　杉田氏は作業部会に先立ち、翁長雄志知事とも面会。翁長氏は「辺野古に基地を造らせないというのが沖縄県の民意だ」と述べ、改めて移設計画の撤回を求めた。（時事通信2016/07/14-13:20）
沖縄が国提訴見送り伝達　辺野古、政府は訴訟検討

共同通信2016/7/14 19:39

　政府と沖縄県は14日、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡る訴訟の和解を受けた作業部会の第2回会合を沖縄県庁で開いた。安慶田光男副知事は、第三者機関「国地方係争処理委員会」の結論を踏まえ、県として地方自治法に基づく最終期限の21日までに、国を提訴しない方針を伝えた。

　双方は作業部会の上部機関の協議会を21日に首相官邸で開く方針。議論は平行線が続くとみられ、政府側は新たな訴訟を起こす方向で検討する。

　係争委は、辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事の処分に対し、国が撤回を求めた是正指示について、適否の判断を示さなかった。

普天間移設 沖縄県は提訴せず 国は提訴視野に検討か
NHK7月14日 17時48分
アメリカ軍普天間基地の移設計画を巡る、政府と沖縄県の作業部会の会合が開かれ、沖縄県側は、名護市辺野古沖の埋め立て承認の取り消しを撤回するよう求めた国の是正指示に不服はあるものの、新たな訴訟は起こさない考えを伝えました。これを受けて、政府は、今後、県が是正指示に従わないことの違法性を確認するための訴訟を起こすことを視野に、検討を本格化するものとみられます。
政府と沖縄県は、アメリカ軍普天間基地の移設計画を巡る裁判での和解条項に従って設置した、作業部会の２回目の会合を１４日、沖縄県庁で開きました。
この中で、沖縄県側は、名護市辺野古沖の埋め立て承認の取り消しを撤回するよう求めた国の是正指示について、不服はあるものの、地方自治法の期限となる今月２１日までに新たな訴訟は起こさず、協議を通じて解決を目指したいという考えを伝えました。
これに対し、政府側は、「和解条項では、司法判断を仰ぐ手続きと協議を並行して迅速に進めていくことになっている」と指摘したうえで、持ち帰って対応を検討する考えを伝えました。
そして、双方は、今月２１日にも、総理大臣官邸で、菅官房長官ら関係閣僚と沖縄県知事らをメンバーとする「負担軽減推進会議」などを、翁長知事が就任して以来、初めて開き、改めて協議することになりました。
政府は、今後、県が是正指示に従わないことの違法性を確認するための訴訟を起こすことも視野に、検討を本格化するものとみられます。
また、１４日の会合で、政府側は、中断している移設計画に関連する工事のうち、陸上部分の工事の再開と、県内最大のアメリカ軍の演習場・北部訓練場の一部返還計画の条件となっているヘリコプター発着場の建設に理解と協力を求めました。
これに対し、沖縄県側は、移設計画に関連する工事を再開する範囲について協議したうえで、対応を検討したいという考えを示しました。
辺野古移設　代執行訴訟、沖縄県提訴せず
毎日新聞2016年6月27日　19時13分（最終更新　6月27日　19時18分）
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設を巡り、沖縄県は２７日、国との代執行訴訟の和解条項が定めた期限の２８日までに提訴しない考えを正式に示した。総務省の第三者機関「国地方係争処理委員会」が１７日の決定で「国と県が真摯（しんし）に協議することが問題解決への最善の道」と指摘したのを踏まえ、安倍晋三首相らに県との協議を求める文書を２４日付で送ったことも明らかにした。 
　係争委の決定では、翁長雄志（おなが・たけし）知事による辺野古埋め立て承認の取り消し撤回を求めた国土交通相の是正指示の適否を判断しなかった。和解条項では、係争委の是正指示の適法性の判断を受け、県に通知があった日（２１日）から１週間以内に県が提訴する見通しだった。２７日に記者会見した県の弁護士は「適否が判断されていない以上、和解条項のいずれにも当たらない。政府は係争委の判断を尊重し、県との協議に応じるべきだ」とした。 
　政府側は「国交相の指示が有効と認められた」との立場で、参院選への影響も考慮し当面は静観の構えだ。【佐藤敬一】 
辺野古移設 　係争委、適否判断せず　国と県に協議促す　承認取り消しの効力続く　／沖縄
琉球新報2016年6月18日
　【東京】名護市辺野古の米軍新基地建設計画を巡り、翁長雄志知事による埋め立て承認取り消し処分に対する石井啓一国土交通相の是正指示の適否を審査する第三者機関の国地方係争処理委員会（小早川光郎委員長）の第９回会合が１７日、総務省で開かれ、委員会は是正指示の法的な適否を判断しないとの結論に至った。委員会後の記者会見で小早川委員長は「議論を深めるための共通の基盤づくりが不十分なまま、一連の手続きが行われてきたことが国と沖縄県との間の紛争の本質的な要因」などと述べ、双方にあらためて協議することを促した。一方、埋め立て承認取り消しの効力は続いており、専門家からは「実質的な県の勝利」との見方も上がった。 
　小早川委員長は法的な適否を判断しなかった結論について「例外的な措置」とし、国と県に対して「是正指示にまで立ち至っている一連の過程は、国と地方のあるべき関係からは乖離（かいり）している」と指摘した。その上で「国と県は米軍普天間飛行場の返還という共通の目標の実現に向けて真摯（しんし）に協議し、双方がそれぞれ納得できる結果を導き出す努力することが問題解決に向けての最善の道である」と述べ、普天間の返還に向けて双方が再協議するべきだとの見解を述べた。委員会は結論についてまとめた文書を２１日までに県と国交省に到達するよう郵送する。 
　国地方係争処理委員会の審査は、国と県との裁判の和解条項に基づいて進められていた。同委員会は是正指示の法的な適否判断を避けたが、現状では知事による埋め立て承認取り消し、国交相による是正指示の双方の効力がある状態となっている。 
　今後は県が是正指示の取り消しを求める訴訟を提起するか、是正指示に従わず、国側が不作為の違法確認訴訟を提起するのかの二つの流れが想定される。国と県の協議を促した同委員会の意見に双方が沿った形で協議をした場合、裁判での確定判決の時期は従来の想定よりも遅れる見通しとなった。 
　翁長知事は１７日夜、都内で記者団の取材に応じ「精査して１８日に記者会見し、見解を述べたい」などと述べた。一方、中谷元・防衛相は「国の指示は違法とは認められなかった」と強調し、和解条項に沿う形で県側が裁判を提起すべきだとの認識を示した。 
辺野古移設 　菅官房長官「書簡は承知していない」
毎日新聞2016年6月3日　19時48分（最終更新　6月3日　19時48分）
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の移設を巡り、故梶山静六元官房長官が１９９８年、本土の反対運動を理由に、受け入れを表明した名護市以外にないと記した書簡が残されていたことについて、菅義偉官房長官は３日の記者会見で「書簡は承知していない。政府としてコメントは控えたい」と述べた。 
　同市辺野古への移設理由については「（普天間は）周りを住宅や学校に囲まれ、世界で一番と言われる危険性の除去と抑止力（の維持）」と説明。「辺野古移設が唯一の解決策である方針に変わりはない」と強調した。【鈴木美穂】 
政府、沖縄県を新たに提訴へ　辺野古移設巡り作業部会 
日経新聞2016/7/14 13:36
　政府と沖縄県は14日午前、米軍普天間基地（同県宜野湾市）の名護市辺野古への移設を巡る訴訟の和解を受けた作業部会を沖縄県庁で開いた。県側は「裁判によらず、話し合いで解決すべきだ」と主張。政府側は和解条項に従って県が国を提訴しないことを受け、国が県を訴える新たな訴訟を検討する考えを伝えた。
　政府が検討するのは、翁長雄志知事が辺野古沿岸部の埋め立て承認を取り消したことが違法かどうかを確認する訴訟。７月下旬にも国が県を訴える見通しだ。
　作業部会は３月の和解で合意した手続きの一環で、事務方で今後の進め方を協議する。政府側は杉田和博官房副長官、県側は安慶田光男副知事らが出席した。
　翁長氏は作業部会に先立ち杉田氏と会談した。防衛省沖縄防衛局が米軍北部訓練場（東村、国頭村）のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の移設工事の再開に向けた準備をしていることを批判した。
生前退位、年内にも骨子案　来年、皇室典範改正を視野

共同通信2016/7/15 02:00

　政府は、天皇陛下が生前退位の意向を示されていることを踏まえ、早ければ来年の通常国会で皇室典範改正を含めた法整備を行う方向で調整に入った。現行の皇室典範には生前退位の定めがないための措置。今年12月23日の天皇誕生日をめどに骨子案をまとめたい考えだ。政府内で杉田和博官房副長官をトップとする極秘の担当チームを6月に設置し、検討を始めていた。有識者会議も発足させ、意見を聞く方針だ。複数の政府関係者が14日、明らかにした。

　皇位継承や皇族の範囲などを定めた皇室典範には生前退位の規定がなく、実現するには新たな法整備が必要となる。

典範改正、慎重に検討＝政府、公表待ち本格化－生前退位
　政府は、天皇陛下による生前退位のご意向について、宮内庁から公表されれば、皇室典範改正や新法制定などを含め、対応策の検討を本格化させる方針だ。ただ、生前退位の制度化には政府内で慎重意見もあるため、世論の動向を注意深く見極めて対処する。
　政府関係者によると、政府は既に水面下の検討に着手。宮内庁は参院選後の今年９月ごろを軸に、陛下のご意向を公表する方向で調整を進めていたという。ただ、報道が先行したことで、公表時期は流動的になっている。
　公表後は、政治問題化することを避け、静かな環境で議論を進めるため、有識者会議を設置する案が有力だ。皇室典範改正をめぐってはこれまでも、小泉内閣で女性・女系天皇の是非を議論した際に、有識者会議を設置している。（時事通信2016/07/14-21:06）
ご意向公表後に本格検討＝政府、世論動向見極め－生前退位
　政府は、天皇陛下による生前退位のご意向について、宮内庁から公表されれば、皇室典範改正や新法制定などを含め、対応策の検討を本格化させる方針だ。ただ、生前退位の制度化には政府内で慎重意見もあるため、世論の動向を注意深く見極めて対処する。
　政府関係者によると、政府は既に水面下の検討に着手。宮内庁は参院選後の今年９月ごろを軸に、陛下のご意向を公表する方向で調整を進めていたという。ただ、報道が先行したことで、公表時期は流動的になっている。
　公表後は、政治問題化することを避け、静かな環境で議論を進めるため、有識者会議を設置する案が有力だ。皇室典範改正をめぐってはこれまでも、小泉内閣で女性・女系天皇の是非を議論した際に、有識者会議を設置している。
　憲法は、天皇について「国政に関する権能を有しない」と定めており、陛下が政治的な発言をされることはできない。健康問題に関する事柄にもかかわらず、宮内庁が現段階で公式に陛下のご意向を認めないのは、皇室典範に退位に関する規定がなく、法改正を伴いかねないためだ。
　一方、政府側には「天皇の政治利用」と批判を浴びるリスクが伴う。１９７３年には、当時の増原恵吉防衛庁長官が内奏後の記者会見で、昭和天皇の発言を紹介した上で「勇気づけられた」と述べた結果、辞任を余儀なくされた。このため政府は、宮内庁の公表を待って検討に着手する体裁を取るとみられる。（時事通信2016/07/14-17:43）
皇室典範
　皇室典範　皇位継承順位や皇族の範囲を定めた法律で、１９４７年に施行された。「皇位は皇統に属する男系の男子が継承する」と定め、天皇が亡くなった際には「皇嗣（こうし）が直ちに即位する」としている。生前退位についての規定はない。
　皇室典範改正をめぐっては、これまで小泉純一郎首相（当時）の私的諮問機関「皇室典範に関する有識者会議」が２００５年１１月に女性・女系天皇を認める最終報告書をまとめたほか、民主党（現民進党）の野田佳彦政権下で女性宮家創設の是非について「論点整理」を公表したが、改正には至っていない。（2016/07/14-00:13）
生前退位「コメント控える」＝安倍首相


記者会見する菅義偉官房長官＝１４日午前、首相官邸
　安倍晋三首相は１４日午前、天皇陛下が生前退位の意向を示されていることについて「さまざまな報道があることは承知している。事柄の性格上、コメントすることは差し控えたい」と述べた。羽田空港で記者団の質問に答えた。
谷垣自民幹事長、政府に説明求める＝与野党から皇室典範改正論－生前退位
　菅義偉官房長官も同日午前の記者会見で、「政府としてコメントは控えたい」と述べた。その上で「皇族の減少にどう対応するか、杉田和博官房副長官の下、内閣官房の皇室典範改正準備室を中心に検討はしている」と説明。ただ、準備室での退位制度の検討については、「考えていない」と否定した。
　公明党の山口那津男代表は記者会見で「今後の推移がどうなるか定かでもないので冷静に見ていきたい」と述べた上で、「天皇の地位は憲法を踏まえ、皇室典範の規定で置かれているわけで極めて重要だ。慎重に考えていくべきことだと思う」と語った。（時事通信2016/07/14-11:59）
有識者で速やかに議論を＝生前退位で民進代表
　民進党の岡田克也代表は１４日の記者会見で、天皇陛下が生前退位の意向を示されていることについて「２年も３年もかける話ではない」と述べ、有識者会議を設けて速やかに議論すべきだとの考えを示した。岡田氏は、天皇の公務の負担軽減や、結婚に伴う女性皇族の皇籍離脱の見直しなども扱うべきだと主張した。（時事通信2016/07/14-17:58）
典範改正の是非焦点に＝生前退位に慎重論も－政府
　天皇陛下が生前退位の意向を示されたことを受け、政府内では今後、皇室制度を定めた皇室典範改正の是非が焦点となりそうだ。現行制度には、天皇の退位に関する規定がないためだが、改正には慎重論も多いという。政府は、国民的な議論の高まりなどを見極めつつ、丁寧に対応する考えだ。
　皇室典範は、皇位継承について「天皇が崩じたときは、皇嗣（こうし）が、直ちに即位する」などと規定しているが、退位に関する規定はない。政府関係者は１３日、「生前退位というのは現行制度に規定されていない。皇室典範の改正が必要になる」と指摘した。
　実際に皇室典範を改正する場合は、通常の法改正と同様に、政府が改正案を作成し、国会で審議することになる。陛下の意向を踏まえ、政府は既に、内閣官房を中心に水面下で検討に着手。同時に、公務の負担軽減の在り方についても研究し、安倍晋三首相に報告されているという。
　制度改正をめぐっては、他にも検討すべき課題が多い。内閣法制局ＯＢは「退位後の役割や尊称、時期などを議論する必要がある。元号も変わることになる」などと説明。「国民世論がどう動いていくかが重要だろう」とも語った。
　一方、別の政府関係者は「皇位の安定性という観点から、改正の是非は慎重に検討しないといけない」と指摘している。皇室典範には、天皇が「身体の重患」などで公務を続けられない場合、「摂政を置く」としており、この仕組みを活用すれば改正は不要との見方を示した。（時事通信2016/07/14-00:29）
陛下自身、お気持ち公表も＝退位意向、数年前から－宮内庁長官、改めて否定
　天皇陛下の生前退位に関し、宮内庁が何らかの方法で陛下の意向を公表するため、水面下の検討を続けていることが１４日、関係者への取材で分かった。陛下自身が内外にお気持ちを直接伝えられることも検討されているという。
　政府関係者によると、陛下は数年前から、天皇の生前退位について、周辺の近い関係者に、光格天皇を最後に約２００年行われていないことなどに言及していた。生前退位に関する規定がない皇室典範についても理解しているという。
　政府は世論を見極めながら、典範改正や新法制定の検討準備を慎重に進めるとみられる。
　一方、宮内庁の風岡典之長官は１４日午後の定例会見で、陛下が退位の意向を同庁関係者に示したことを改めて否定。意向の公表についても「具体的な予定はない」としたが、「ご活動をされる中で、いろいろなお考えをお持ちになることは自然でありうることだ」とも述べた。
　風岡長官は会見で、陛下は憲法上の象徴天皇として、国政に関する権能を有しないとの立場にあり、「これまでも制度に関わることは国会の議論に委ねたいと説明されており、生前退位という制度について言及されたという事実はない」と明言。陛下がどのようなお気持ちを持っているかについては「第三者が推測したり、解説したりすることは適当ではない」と述べた。
　また、陛下が心臓の冠動脈バイパス手術を受けた２０１２年の春ごろから定期的に続いている陛下と皇太子さま、秋篠宮さまの会談では、天皇の「定年制」に関するような議論はされていないと説明。首相官邸とは普段から皇室問題について相談しているものの、生前退位に関してすりあわせをしてきた事実もないと話した。（時事通信2016/07/14-20:3）
生前退位「２００年ぶり」＝韓国紙が大きく報道
　【ソウル時事】１４日付の韓国各紙は、天皇陛下が生前に天皇の地位を皇太子さまに譲る意向を宮内庁関係者に示されたことについて、朝鮮日報が１面に「日王（韓国での天皇の呼称）、２００年ぶりに生前譲位」と掲載するなど、大きな扱いで報じた。
　同紙は「生前退位の意思を示したのは、江戸時代の光格日王以来初めて」「譲位時期は数年内と伝えられている」などと報道。皇室典範に生前退位に関する規定がなく、退位する場合も準備に時間が必要になると紹介し、「国内外の情勢も見ながら、最終的な退位時期を決めるとみられる」と伝えた。
　東亜日報は「今後、後継論議が本格化すると予想される」と指摘した。
　左派系のハンギョレ新聞は、天皇陛下が２００４年１０月の園遊会で、国歌斉唱や国旗の掲揚について「強制は望ましくない」と発言されたことや、０１年の誕生日を前にした記者会見で「桓武天皇の生母が百済の武寧王の子孫であると、続日本紀に記されていることに、韓国とのゆかりを感じています」と述べられたことなどを紹介した。（時事通信2016/07/14-10:01）
